2008年経団連提言要旨
②国際的な人材獲得競争と日本型移民政策の検討

　少子化対策の効果が発揮され、労働力率の向上が達成できたとしても、今後の生産年齢人口の減少が大きければ、労働市場への参入数には限界が生じる。

　日本はこれまで、専門的・技術分野の高度人材の受け入れを基本とし、同時に国際協力の観点から、外国人研修・技能実習生の受け入れも行ってきた。しかし人材獲得市場のグローバル競争、人口減少による影響に対応する経済社会を構築するためには、積極的に受け入れていく必要がある。高度人材に加え、一定の資格や技能を有する人材を中心とする幅広い層の受け入れ、さらにはその定住化を図っていけるように、関連省庁一体となっての制度改革（たとえば法制度改革など）を行う必要がある。

1. 高度人材の積極的受入れ

2. 留学生の受入れ拡大

3. 一定の資格・技能を持つ外国人材の受入れ

　日本は中長期的視点に立って経済社会システムを維持せねばならない。すでに労働力不足に直面している産業分野が存在しており、適切な管理の下、一定の資格や技能を有する外国人材の受け入れを図っていくべきである。

　当面は、地域経済および国民生活の維持・強化の観点から、とくに労働力不足が予想される分野（製造業、建設業、運輸業、農林水産業、介護等）での技能を有する労働者を、労働需給テストの導入を前提として、在留資格の拡大、要件緩和等を通じ、積極的に受け入れていくことが必要である。経済連携協定の枠組みにとどまることなく、必要な人材を柔軟に受け入れることができるような制度設計を進めるべきである。

　なお、単純労働者の受入れについては、今回実施した欧州先進諸国における現地調査でも明らかになったように、過去の移民政策の失敗によって生じた失業問題や、閉鎖的なコミュニティの形成等、様々な問題もあり、今後さらに議論を深めていくべき課題である。

③受け入れた外国人材の定着の推進

　すでに就労している外国人材や、今後、受け入れていく外国人材の定着を図っていくという観点からは、外国人と日本人がともに、双方の文化・生活習慣の違いを理解しつつ、同じ地域社会の中で支障なく生活をしていくことが可能となるような環境づくりを進めていく必要がある。一方で、外国人は日本語能力が十分でないこと等から生じる地域社会との間の軋轢や摩擦、また、義務教育年限の外国人の子供の不就学、不安定な雇用等の問題も顕在化しつつある。

1. 地域・政府・企業における積極的対応の必要性

2. 中長期的な外国人材の受入れ規模

　中長期的な外国人の受入れ数について、いくつかの試算が出されている。仮に、現在の総人口の規模や生産年齢人口数を維持しようとすれば、相当規模の外国人の流入が必要になる。「将来人口推計」では、2055年時点のわが国の総人口が8993万人と予測しているが、これは近年の外国人の流入規模（年間５～７万人程度の流入超過12）が続くことを前提としており、2055年までの単純合計で360万人程度の外国人増加を織り込んでいる。しかし、わが国の外国人材の受入れ体制の整備や定住化のための社会統合政策が進まなければ、それだけの規模で外国人が増え続けることは期待できない。
　本格的な人口減少下において、持続的な経済成長を実現し、また経済社会システムが安定的に機能していくためには、年間で相当の規模の外国人材を積極的に受け入れ、定着を図っていかなければならない。
